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○今回の決算のポイントについて、ご説明いたします。

○2017度決算は、連結・個別ともに経常利益ベースで増収増益となりました。

○収入面につきましては、電灯電力料収入は減少したものの、託送収益や
他社販売電力料などが増加したことに加え、その他事業において、ガス・その他
エネルギー事業や情報通信事業の売上高が増加したことなどにより、増収とな
りました。

○一方、支出面は、徹底した経営効率化に努めたことに加え、原子力プラント
の運転再開による費用の低減効果があったものの、燃料価格が上昇したこと
などにより増加しました。

○2017年度の期末配当については、1月31日公表時より5円増額の1株当た
り20円としました。これにより年間配当金は、中間配当金の15円と合わせて、
1株当たり35円となります。

○2018年度業績予想につきましては、大飯発電所4号機が本格運転に至って
いないことなどから、現時点では一定の前提を置いて業績を想定することができ
ないため、売上高・利益ともに未定としております。
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○今回の決算概要について、ご説明いたします。

○連結売上高につきましては、電気事業において、電灯電力料収入は減少した
ものの、託送収益や他社販売電力料などが増加したことに加え、その他事業
において、ガス・その他エネルギー事業や情報通信事業の売上高が増加したこ
となどから、前年度に比べて1,222億円増加し、3兆1,336億円となりました。

○一方、経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めたことに加え、原
子力プラントの運転再開による費用の低減効果があったものの、燃料価格が
上昇したことなどから、前年度に比べて増加しました。

○この結果、連結経常利益は前年度に比べて209億円増加し、2,171億円と
なりました。

○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて1,133億円減少し、
3兆7,082億円、自己資本比率は1.5%上昇し、20.8%となりました。
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○個別決算における主要データについて、ご説明いたします。

○販売電力量につきましては、契約電力の減少などにより、前年度に比べて63億
kWh減少し、1,152億kWhとなりました。

○地帯間・他社販売電力量につきましては、前年度に比べて33億kWh増加し、
72億kWhとなりました。

○原子力利用率につきましては、原子力プラントの再稼動により、18.0％となりま
した。

○出水率につきましては、前年度に比べて8.1％高い、107.2％となりました。

○全日本通関原油ＣＩＦ価格につきましては、前年度に比べて１バレル当たり
9.5ドル上昇し、57.0ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年度に比べて3円円安の1ドル111円となりました。

○金利につきましては、前年度に比べて0.04％上昇し、0.99％となりました。



5

○個別決算における経常収益・費用の増減について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、販売電力量の減少などにより電灯電力料収入は

減少したものの、託送収益や他社販売電力料などが増加したことにより、

前年度に比べて515億円増加し、2兆7,049億円となりました。

○経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めていることに加え、

原子力プラントの運転再開による費用の低減効果があったものの、燃料価格

が上昇したことなどから、前年度に比べて497億円増加し、2兆5,594億円と

なりました。

○以上により、経常利益は前年度に比べて17億円増加し、1,455億円となり
ました。



6

○連結決算における経常収益･費用について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電気事業の増収に加え、その他事業において、情
報通信事業やガス・その他エネルギー事業の売上高が増加したことなどから、
前年度に比べて1,013億円増加し、3兆1,695億円となりました。

○経常費用につきましては、徹底した経営効率化に努めていることに加え、原子
力プラントの運転再開による費用の低減効果があったものの、燃料価格が上
昇したことなどから、前年度に比べて803億円増加し、2兆9,523億円となりま
した。

○以上により、経常利益は前年度に比べて209億円増加し、2,171億円となり
ました。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○電気事業につきましては、託送収益や他社販売電力料などが増加したことなど
から、外販売上高が増加、営業利益は前年度に比べて50億円増加し、
1,703億円となりました。

○ガス・その他エネルギー事業につきましては、ガス販売量が増加したことや、ガス
販売価格が上昇したことなどから、外販売上高は増加したものの、ガス事業費
用が増加したことなどから、営業利益は前年度に比べて50億円減少し、9億円
となりました。

○情報通信事業につきましては、FTTHサービス・MVNO・電力小売サービスの
加入者が拡大していることなどから、外販売上高が増加、営業利益は前年度
に比べて67億円増加し、262億円となりました。

○その他につきましては、不動産・暮らし事業において、マンションの他事業者への
卸売により販売戸数が増加したことなどから、外販売上高が増加、営業利益は
前年度に比べ50億円増加し、304億円となりました。
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○連結決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産につきましては、設備投資額が減価償却費を上回ったことなどから、前年
度末に比べて1,319億円増加し、6兆9,850億円となりました。

○負債につきましては、有利子負債は減少したものの、未払費用などの流動負
債が増加したことなどから、前年度末に比べて38億円増加し、5兆5,122億
円となりました。

○純資産は、配当金の支払いなどによる減少があったものの、親会社株主に帰
属する当期純利益を1,518億円計上したことなどから、前年度末に比べて
1,281億円増加し、1兆4,727億円となりました。
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○2017年度の期末配当について、ご説明いたします。

○1月31日公表の期末配当予想では、1株当たり15円としていましたが、
2017年度の業績が3期連続の黒字となり、財務体質が改善しつつあることや、
2018年度以降の収支など経営環境を総合的に勘案の上、5円増額の1株
当たり20円としました。

○これにより年間配当金は、中間配当金15円と合わせて、1株当たり35円とな
ります。
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○2018年度の業績予想について、ご説明いたします。

○2018年度の業績予想につきましては、大飯発電所4号機が本格運転には
至っていないことなどから、現時点では一定の前提を置いて業績を想定する
ことができないため、売上高・利益ともに未定としております。

○また、2018年度の配当予想につきましては、2018年度の業績が見通せな
い状況であるため、未定としております。
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